
�愛媛県告示第１４３１号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条

例第２号）第１１条第３項の規定により、公の施設の指定管理者を次

のとおり指定した。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 公の施設の名称

愛媛県物産観光センター

２ 指定管理者の住所及び名称

松山市大可賀二丁目１番２８号

社団法人愛媛県観光協会

３ 指定をした年月日

平成２３年１２月１４日

４ 指定の期間

平成２４年３月１日から平成２６年３月３１日まで

�������
�愛媛県告示第１４３２号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法

（昭和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合する

と認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第４

項の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１４３３号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２３年１２月１６日から２９日まで
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�愛媛県告示第１４３４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、今治広域都市計画下水道の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広
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�愛媛県告示第１４３５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

四国中央市川之江地区土地改良区から次のとおり役員が就任し、及

び退任した旨の届出があった。

平成２３年１２月１６日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任
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告 示

発 行 愛 媛 県

区 域 区 分

宇和島区域（宇和島漁業
協同組合の地区）

総トン数１０トン以上２０トン未満の漁船により、
まき網を使用して営む漁業

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 原 巧 四国中央市三島宮川３丁目４番１５号

〃 薦 田 正 明 四国中央市川之江町６５６番地の１

〃 石 川 有 利 四国中央市川之江町２９５１番地

〃 星 川 安 � 四国中央市金生町下分３６５番地

〃 石 川 耕 二 四国中央市金生町山田井１９１番地２

〃 大 西 明 四国中央市金生町山田井７０６番地１

〃 柴 垣 隣 夫 四国中央市金生町山田井８９３番地１

〃 石 川 � 彦 四国中央市上分町７２０番地

〃 佐 藤 保 之 四国中央市上分町１１９９番地の１

〃 山 川 彰 夫 四国中央市金田町金川３２０番地

〃 吉 岡 秀 � 四国中央市金田町金川９２４番地の５

毎週（火・金）曜日発行 第２３２８号 平成２３年１２月１６日

平成２３年１２月１６日金曜日 第２３２８号
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退 任

�愛媛県告示第１４３６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

〃 石 川 靜 男 四国中央市金生町山田井１９０番地１

〃 長 野 岩 男 四国中央市金生町山田井１３６４番地４

〃 柴 垣 隣 夫 四国中央市金生町山田井８９３番地１

〃 石 川 � 彦 四国中央市上分町７２０番地

〃 佐 藤 保 之 四国中央市上分町１１９９番地の１

〃 山 川 彰 夫 四国中央市金田町金川３２０番地

〃 吉 岡 秀 � 四国中央市金田町金川９２４番地の５

〃 石 川 滿 箕 四国中央市金田町金川１２５３番地

〃 矢 野 強 四国中央市金田町半田甲５３０番地

〃 喜 井 眞 澄 四国中央市川滝町下山２１７１番地

〃 篠 原 義 尚 四国中央市川滝町下山１７７２番地

〃 篠 原 共 明 四国中央市柴生町４４８番地の３

〃 石 川 辰 男 四国中央市妻鳥町２９６１番地の１

監 事 大 西 明 四国中央市金生町山田井７０６番地１

〃 秦泉寺 圓 始 四国中央市金田町半田乙３３５番地

〃 毛 利 仁 弘 四国中央市川滝町領家１１５６番地

〃 鈴 木 幸四郎 四国中央市金田町金川１４７０番地の３

〃 矢 野 強 四国中央市金田町半田甲５３０番地

〃 石 村 國 次 四国中央市川滝町下山２０６６番地

〃 篠 原 義 尚 四国中央市川滝町下山１７７２番地

〃 篠 原 共 明 四国中央市柴生町４４８番地の３

〃 石 川 義 幸 四国中央市妻鳥町２９５６番地の１

監 事 山 下 宏 二 四国中央市川之江町２９４５番地の５

〃 篠 永 � 四国中央市上分町１３番地

〃 毛 利 仁 弘 四国中央市川滝町領家１１５６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 原 巧 四国中央市三島宮川３丁目４番１５号

〃 薦 田 正 明 四国中央市川之江町６５６番地の１

〃 石 川 有 利 四国中央市川之江町２９５１番地

〃 星 川 安 � 四国中央市金生町下分３６５番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１８）第５２９号 平成１８年
１２月２５日 �近藤商会 近藤 孝之 新居浜市八幡３－２－３１ 平成２３年

１１月２日
さく井工事業
消防施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２０）第１６３７６号 平成２０年
９月２９日 �大西水道商会 浅山 智香 今治市大西町脇甲８５６ 平成２３年

１１月４日
土木工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第４１１号 平成１８年
１２月４日 白鞘電気水道� 白鞘 鬼好 今治市大西町宮脇甲１４９７

－１
平成２３年
１１月８日

管工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第１２３４７号 平成１８年
８月２４日

�三島テレビサービスセ
ンター 妻鳥 恒教 四国中央市三島中央５－

８－５７
平成２３年
１１月１０日 電気工事業 建設業の廃止

（般－２０）第１３０２５号 平成２０年
４月１０日 �伊藤瓦工業 伊藤 晃 新居浜市船木甲４１９３ 平成２３年

１１月２１日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業、屋根工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１８）第９２９８号 平成１８年
１２月８日 大洋建設 渡部 洋三 今治市菊間町種３９２０ 平成２３年

１１月２８日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 波方環状線
今治市波方町波方字里甲２２６４番地４から

同町波方字里甲２２６４番地１６まで

旧 ６．５～１１．０ ０．０９５

新 １０．８～１６．３
１０．８～１８．９

０．１０１
０．０９３

愛 媛 県 報平成２３年１２月１６日 第２３２８号
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�愛媛県告示第１４３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

中島土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の届

出があった。

平成２３年１２月１６日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

退 任

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４４０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 波方環状線
今治市波方町波方字里甲２２６４番地４から

同町波方字里甲２２６４番地１６まで
平成２３年１２月１６日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 清 水 邦 夫 松山市中島大浦３０６５番地

〃 山 田 義 弘 松山市中島大浦２１２４番地

〃 � 橋 治 久 松山市小浜９１２番地

〃 徳 山 年 春 松山市長師１００９番地

〃 亀 田 誠 吾 松山市宮野５３２番地

〃 寺 本 仁 志 松山市神浦１６５２番地

〃 細 川 英 隆 松山市宇和間７６６番地

〃 土 井 正 博 松山市熊田４４５番地

〃 越 智 竜 雄 松山市吉木甲４０８番地

〃 中 山 貢 松山市饒甲３０２番地

〃 山 田 元 次 松山市畑里５９３番地

〃 吉 田 司 松山市中島粟井甲８２３番地

〃 中 田 寅 夫 松山市上怒和甲５２０番地

〃 山 田 郁 夫 松山市元怒和甲１２５１番地

〃 青 山 公 夫 松山市津和地１０２２番地

〃 前 田 長 孝 松山市二神甲４０２番地

〃 中 村 久 雄 松山市睦月１３３５番地

監 事 林 英 司 松山市宮野４３６番地１

〃 土 井 要 治 松山市熊田甲６８番地

〃 高 橋 巌 松山市津和地７４８番地

〃 高 野 洋 介 松山市睦月１３９２番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 黒 田 隆 介 松山市中島町大浦１５１８番地

〃 岸 上 和 夫 松山市中島町大浦１９６０番地

〃 � 橋 治 久 松山市小浜９１２番地

〃 徳 山 年 春 松山市長師１００９番地

〃 田 村 明 文 松山市宮野１６１４番地

〃 川 崎 勇 治 松山市神浦７１５番地３

〃 中 田 孝 志 松山市宇和間甲７７３番地

〃 進 村 健 二 松山市熊田甲６６４番地

〃 二 神 成 吾 松山市吉木５６９番地

〃 梶 原 米 雄 松山市饒４０７番地

〃 山 田 元 次 松山市畑里５９３番地

〃 吉 田 岩 夫 松山市中島粟井甲１２１２番地

〃 片 山 正 男 松山市睦月２５１番地

〃 山 田 郁 夫 松山市元怒和甲１２５１番地

〃 寺 本 勝 茂 松山市上怒和甲３９１番地

〃 二 神 英 幸 松山市二神甲６２２番地

〃 福 島 岩 雄 松山市津和地２８５番地

監 事 沖 田 康 成 松山市神浦１５６５番地１

〃 細 川 英 隆 松山市宇和間７６６番地

〃 前 田 長 孝 松山市二神甲４２０番地

〃 中 村 信 秀 松山市睦月１３７８番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１８）第６４７号 平成１８年
１２月５日 瀬戸内ライン工業� 吉田 隆敏 松山市藤原２－１－２４ 平成２３年

１１月１日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第３６７号 平成１８年
１１月１６日 渡部建設 渡部 富夫 東温市松瀬川１０２１－２８ 平成２３年

１１月１０日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１３５９７号 平成１８年
１２月９日 �環境管理研究所 堀内ゆかり 松山市土居田町５００－１５ 平成２３年

１１月１１日
土木工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（特－２３）第９１３２号 平成２３年
６月２１日 大康建設� 大西 浩司 松山市姫原１－９－９ 平成２３年

１１月１６日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）
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�愛媛県告示第１４４１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県八幡浜保健所及

び大洲市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県八幡浜保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社大洲給食ＰＦＩサービス

大洲市冨士１１９番地

代表取締役 山口 賢一

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社大洲給食ＰＦＩサービス

大洲市冨士１１９番地

３ 特定施設に関する事項

４ 汚水等の処理施設に関する事項

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６６号の３ 共同調理場に設置される
ちゅう房施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４，３００食処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２４年７月中旬

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 歇

特定施設の１日当たりの使用
時間 ７時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 学校休校日は休み

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３３１

最大 ３３１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６６７

最大 ６６７

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２２

最大 ２２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８６

最大 ８６

備考 汚水は厨房排水処理施設にて処理する。

処 理 施 設 の 種 類 厨房排水処理施設

処 理 施 設 の 型 式 生物処理＋物理処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリートの地下埋設

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦５．６６メートル 横１１．９メートル
高さ５．２５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり９６立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 酵母処理＋膜分離活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３００

最大 ３００

通常 １８

最大 １８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６００

最大 ６００

通常 ２５

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２０

通常 １３

最大 １３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ４

通常 ２

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９６

最大 ９６

通常 ９６

最大 ９６

備考 特定施設より排出された汚水及び合併浄化槽処理水は厨房排水処理施
設にて処理する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １８

最大 １８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １３

最大 １３設 置 年 月 日 ―

愛 媛 県 報平成２３年１２月１６日 第２３２８号
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�愛媛県告示第１４４２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により指定した指定道路を次のように変更した。

平成２３年１２月１６日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 変更年月日

平成２３年１２月７日

３ 指定道路の位置

� 変更前 大洲市徳森字土肥１９８９番３の一部

� 変更後 大洲市徳森字土肥１９８９番１の一部、１９９１番８の一部

及び１９８９番３

４ 指定道路の延長及び幅員

� 変更前

ア 延長 ２２．６４メートル

イ 幅員 ６．００メートル

� 変更後

ア 延長 ６４．９４メートル

イ 幅員 ６．００メートル

�愛媛県告示第１４４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９６

最大 ９６

備考 雨水は�１排水口より排出する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 柳沢新谷停車場線
大洲市喜多山乙６７番３から

同市喜多山乙６４番７まで
平成２３年１２月１６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 日向谷高野子線

西予市城川町高野子９３４番地先から

同町高野子９３７番地先まで
旧 ４．０～８．８ ０．０８４

西予市城川町高野子９３４番２から

同町高野子９３７番２まで
新 ４．８～１４．６ ０．０８４

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 内子河辺野村線

西予市野村町惣川１９２７番地先から

同町惣川１９２３番地先まで
旧 ５．５～９．８ ０．０４０

西予市野村町惣川１９２７番２から

同町惣川１９２３番２まで
新 １９．７～２８．２ ０．０４０

愛 媛 県 報平成２３年１２月１６日 第２３２８号
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�愛媛県告示第１４４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１２月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県選挙管理委員会告示第７４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２３年１２月１６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第７５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２３年１２月１６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 日向谷高野子線
西予市城川町高野子９３４番２から

同町高野子９３７番２まで
平成２３年１２月１６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線
西予市野村町惣川１９２７番２から

同町惣川１９２３番２まで
平成２３年１２月１６日

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

三宅しげひろ後援会 野 村 巖 高 橋 内 次 四国中央市下柏町１１２１ 平成２３年１１月４日

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

石津ちよこ後援会 代 表 者 石 津 孝 昭 加 藤 利 幸 平成２３年１１月１日

自由民主党愛媛県法面工
事業支部 主たる事務所の所在地 四国中央市金生町山田井６４－３ 八幡浜市古町二丁目３－２６ 平成２３年１１月８日 政党の支部

代 表 者 蟻 塚 昌 洋 佐々木 雅 志

会 計 責 任 者 松 田 正 人 田 中 耕太郎

自由民主党愛媛県トラッ
ク支部 代 表 者 一 宮 貢 三 城 戸 猪喜夫 平成２３年１１月１１日 政党の支部

会 計 責 任 者 岡 田 秀 人 竹 田 修 次

社会民主党愛媛県第１区
支部連合 代 表 者 逢 坂 節 子 野 口 仁 平成２３年１１月１４日 政党の支部

愛 媛 県 報平成２３年１２月１６日 第２３２８号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第７６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２３年１２月１６日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第７７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体の解散の届出があった。

平成２３年１２月１６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

愛媛県トラック運送事業
政治連盟 代 表 者 一 宮 貢 三 城 戸 猪喜夫 平成２３年１１月１６日

会 計 責 任 者 岡 田 秀 人 竹 田 修 次

わがまち松山未来の会 主たる事務所の所在地 松山市築山町１２－２３ 松山市二番町四丁目５－６ 平成２３年１１月１８日

自由民主党重信支部 会 計 責 任 者 安 井 浩 二 山 内 孝 二 平成２３年１１月２５日 政党の支部

土居秀徳後援会 代 表 者 柴 田 勝 幸 山 崎 安喜良 平成２３年１１月２９日

ま す だ 尚 鶴 後 援 会 澤 山 洋 一 平成２２年１２月３１日

ミ ズ し ま な み ク ラ ブ 豊 島 美 知 平成２２年１２月３１日

わ が ま ち 松 山 未 来 の 会 竹 村 宗 範 平成２３年１１月１８日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

豊 島 み ち 後 援 会 門 田 祐 子 平成２２年１２月３１日

届出をした者の
氏名 公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

資金管理団体で
なくなった旨の
届出年月日

備 考

豊 島 美 知 愛媛県議会議員 ミズしまなみクラブ 今治市新谷甲１４６４－２５ 豊 島 美 知 平成２３年１１月２２日

平成２３年１２月１６日 発行
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